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お話すること

1. 最近の若者＆最近の教育

2.シビック・アクションを促進する教育とは？

3.福島環境再生に向けたシビック・アクション教育
の可能性と課題



3（日本財団（2024）18歳意識調査「第62回 –国や社会に対する意識（6カ国調査）–」報告書より

自分と社会の関わりに関するアンケート調査結果①



自分と社会の関わりに関するアンケート調査結果②

（日本財団（2024）18歳意識調査「第62回 –国や社会に対する意識（6カ国調査）–」報告書より



「住んでいる地域で起きている問題に私が取り組むことで、
まちの決定に影響を及ぼすことができる」と思うか？
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20~69歳の日本人10,000人へのウェブ・アンケート結果より
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変革をもたらすコンピテンシー
１．新たな価値の創造
２．対立やジレンマへの対処
３．責任ある行動

これからの数年で、明確で目的のはっきりした目標を立てるよう
に学ぶこと，異なる考え方を持った人々と協働すること，まだ利
用されていない機会を見つけること，重大な課題に対する複数の
解決策を把握することなどが，不可欠な能力となるだろう。
若者を教育するのは，働くための準備をすることだけが目的では
ない。前向きで，責任ある行動をとることができる，積極的に社
会参画することができる市民となっていくためのスキルをつけな
ければならないのである。

（OECD Education 2030 ポジションペーパーより）

「変化に対応する教育」から「変革をもたらす学び」へ

OEDC Education 20３０
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主体的・対話的で深い学び（アクティブ・
ラーニング）
社会に開かれた教育課程
カリキュラム・マネジメント

学校の教育資源（人、物、お金、情報、時間など）を
うまく活用し、地域社会の協力を得ながら、一緒に子
供の成長を支える。

文部科学省ウェブサイトより

平成29・30・31年改訂学習指導要領
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これからの社会＝VUCAの社会

Ｖ（Volatility：変動性）
Ｕ（Uncertainty：不確実性）
Ｃ（Complexity：複雑性）
Ａ（Ambiguity：曖昧性）

が大きい社会

自ら進んでいくべき方向性を設定し、目標を達成するための方策を
立てられるようにならなければ！
個人のウェルビーイングだけでなく、社会参画を通じて、社会の
ウェルビーイングも目指さなければ！
社会の変化に適応できる人材、ではなく、社会を持続可能なものに
創りかえることができる人材を育てなければ！

新しい教育方針の背景にある社会状況



これまでの延長線上にある取り組みではなく、長期的な持続可能性を目指して社会のシステ
ムそのものを変換させるサステナビリティ・トランジションの必要性が指摘されている
（Geels 2004,2011、Frantzeskakiら 2015）。
サステナビリティ・トランジションを促進するためには、個人での環境配慮行動だけでなく、
他者と協働し、社会に働きかけるシビック・アクションも促進することが重要。
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受動的 能動的

集団
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第三象限 第四象限

環境配慮行動の４分類（佐藤・高岡, 2014）

社会のトランジションとシビック・アクションの重要性



シビック・アクション促進のためのモデル教育プログラム設計
のためにこれまでに実施した調査・議論
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12,136人（15～69歳）を対象としたウェブアンケート調査
とその統計分析

シビック・アクションを実践している若者30人へのインタ
ビュー調査

ユネスコスクールへの既存プログラム事例調査（約200校回
答の紙面調査＆4校への訪問調査）

※この研究は科学研究費助成事業 基盤研究(B)（研究課題
20H04396）の助成を受けて実施しました。



学習者が強いオーナシップを持つこと。

楽しく元気に活動する同世代＆大人の姿を見ること。

社会問題について思い切り議論しても、“ヘンな目”で見られな
い場を創ること。

とにかく１回でもシビック・アクションにチャレンジしてみる
こと。

成功、失敗を問わず、実践してみたシビック・アクションを丁
寧に検証・フォローし、次のアクションに繋げること。
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シビック・アクションを促進するために重要なこと



福島環境再生に向けたシビック・アクション教育の可能性

1. 小中学校での総合的な学習の時間の増加、高校での探
求学習の必修化を経て、教科に囚われない学習がやり
やすくなってきた。

2. 探究学習と修学旅行を組み合わせるという学校が出て
きた。

3. 学校単位に囚われない学生の活動が活発になってきた。



総合的な学習の時間の増加

渋谷区では、文部科学省の
「授業時数特例校制度」を
利用し、総合的な学習の
時間を年間70時間から
約150時間に拡大。

渋谷区教育委員会ウェブサイトより



探究学習と修学旅行を組み合わせる取組事例

■熊本市立北部中学校 ■（一社）旅する学校

（一社）旅する学校ウェブサイトより

修学旅行前の授業で、旅行
先の京都について調べる。
特定のテーマに絞り、仮説
を立てて、京都でのインタ
ビュー調査を企画する。

修学旅行中にインタ
ビュー調査を実施。

修学旅行後に結果を取り
まとめ、発表する。

単に「観光地を巡る」のでは
なく、現地との連携や生活と
結びついたツアーを企画・実
施している。



学校単位に囚われない学生の活動

環境省ウェブサイトより

複数の異なる学校の生徒有志が集まって、シビック・アクションを起こす事例
が出てきている。

GOALsの他にも…

やさしいせいふく
IHRP（全国高校生異
分野融合型研究プロ
グラム）
Climate Live
Fridays for Future

などなど



福島県外の学校で「福島」を扱うことの課題

1. 教育が政治的中立性を侵すことには非常に慎重（教育基
本法第14条）。戦争・公害に学生を「動員」したという
強い反省。「教育」としての意義や効果を明確に。

2. 賛否両論ある現実社会の問題（Controversial issues）
を授業で扱う教材・プログラム、教員養成が不足。

3. オリジナル授業を企画・実践する時間的・精神的余裕が
学校・教員にない。



サステナビリティ・トランジションと人づくり
～人と社会の連環がもたらす持続可能な社会～

https://www.kinokuniya.co.jp/f/dsg-01-
9784811906218

2750円（税込）

書籍のご案内
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